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日本の大都市型自然災害時における高齢者のサボ0ト ニーズ
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要 約

1995年 の阪神淡路大震災においては、高齢者 に最 も死者や負傷者が多いことが明らかになった。高齢者 は、特

に避難所生活での低栄養状態、劣悪な住環境および適切な医療 とケアが受 けられなかったことに対 しても影響 を

うけた といえる。本研究の 目的は、大震災などの 自然災害発生時における東京な ど大都市に在住す る地域高齢者

へのサポー トニーズを明らかにすることであった。平成15～16年 に東京都内の災害危険地域に在住す る住民に質

問紙調査 を実施 した。回答者736人 の うち65歳 以上の高齢者264人 を分析の対象 とした。回答者の平均年齢は74.5

(SD=6.6)歳 であった。質問紙は16項 目か らな り、歩行 の自立度、感覚器 障害の有無、情報ニーズ、居住家屋の

災害時の脆弱 さ、介護家族の有無、避難所生活についての不安、災害後の医療、看護ケアな どについての不安、

そ して災害時に他者を支援する意志の有無 を調査 した。分析の結果、次の7領 域 において支援が必要であること

が明らかになった ほ)住 宅の脆弱性、2)感 覚器系の障害者、3)介 護家族 と同居する高齢者、4)災 害発生時

の移動、5)医 療 ・看護ケアの充実、6)地 域防災力の強化、7)有 効な情報 システム提供。本研究の結果か ら、

避難所 における医療 と看護ケアについての支援システム、特に、高齢者お よび障害者の高齢家族介護者への支援

システムの整備 と地域防災力の強化が急務であることが示唆 された。

キー ワー ド=災 害弱者、医療、家族介護者、サポー トネッ トワーク、地域

Abs重ract

The1995greatHanshin-Awajiearthquakerevealedthattheelderlypeoplewerethehardest-hitpopulation,with

relativelyhighratesofinjlnyanddeath.Theywereespeciallyvulnerablewithrespect宅omalnutrition,lackofappropriate

medicalandnursingcare,andpoorlivingconditionsintheshelters.

Thepurposeofthisstudywastoidentifysupportneedsofthecommunity-dwellingelderlyinTokyointhecaseof

naturaldisasterssuchasgreatearthquakes.Amailsurveywasconductedinhigh-riskareasinTokyoanddatafiom264

elderly(meanage=74.5;SD=6.6)wereanalized.Thequestionnaireconsistedof16itemswhichassessedphysicalmobility,

vulnerabilityofhouse,sensorydeficits,needfarinformation,familymembersneedingmedicalandnursingcare,anxiety

regardingshelterlife,intentiontohelpothersindisasters,etc.Analysisofdatarevealedthattherearesevenmajorareasof

needsforsupportinthesubjects:1)vulnerabilityofhouse,2)sensorydeficits,3)familycaregivers,4)mobility,5)medical

andnursingcareintheshelters,6)supportnetwork,and7)informationsystem.

Theresultssuggestthatspecificsupportsystemsformedicalandnursingcareintheshelterareneeded.Specialattention

needstobepaidto1)caregiversfortheelderlyandpersonswithphysicaldisabilitiesand2)supportnetworkinthe

commun震y
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署.は じめに 欝.デ ー 舜分析

自然災害時においては、障害者 ・高齢者などの災害弱

者への支援の重要生が言われている。わが国においては、

1995年1月 に発生した阪神淡路大震災における死者の多

くが高齢者であったこと、また災害発生簿撫 事避難でき

たとしても避難所での寒さと低栄養状態また適切な医療

が受けられなかったことから災害発生後にも高齢者に多

くの犠牲者が出たことが報告されている。首都圏では、

予測される直下型地震に対して様々な取り組みがなされ

ている。 しかし、東京都内だけでも228万人(平 成16

年)圭)を超える高齢者に対する大都市型災害に対する備

えは充分とはいえない2)。また、近年首都圏等大都市に

おける地域コミュニティの脆弱化もいわれている。本研

究は、大震災などの自然災害発生時における東京などの

大都市に在住する高齢者へのサポー トニーズを明らかに

することであった。

2.研 究方法

7.対 象者

平成15年 ～16年 に実施 したアンケー ト調査r災 害危険

地域に住む住民の災害時および被災後の移動 ・情報ニー

ズ等の実態調査」の回答者736人 の うち65歳 以上の高齢

者264人 を分析 の対象 とした。対象者の平均年齢は、

74.5(SD二6。6),149人(56.4%)は 女性であった。調査

地域は、東京都内で人 口密度、老朽化 した木造住宅数、

および道路状況(道 路幅、障害物など)か ら災害危険地域

と考えられている1区 を選定した。

2.調 査票

調査票は以下の16項 目から構成 された。

1)対 象者 の背景2項 目 α甥il、年齢)、2)移 動能力5

項 目(外 出の自立度、外出頻度、500m歩 行、階段昇降、

小走 り)、3)住 宅の危険度1項 目、4)感 覚器障害の

有無2項 目(視 覚障害、感覚器 障害)、5)介 護家族の

有無1項 目、6)情 報ニーズ1項 目、7)避 難所生活へ

の不安の有無2項 目(生 活全般 、医療 ・介護)、8)地

域防災力2項 目(避 難支援の意志、生活支援の意志)

データ分析は、記述統計および推測統計を用い、統計

ソフ トはSPSSを 用いた。

轟.結 果

1)移 動能力

ア)外 出自立度

自立 して外出可能な高齢者は、223人(85%)で20人

(7.6%)は 困難を伴い、介助があれば外出できる人は

9人(3.4%〉 、不可能な人は10人(3.8%)で あった。

イ)500m歩 行能力

195人(74%)が500m連 続 して歩行可能であったが、

36人(13.7%)は 困難を伴い、介助 があれば出来 る人

は17人(6.5%)、 不可能な人は14人(5.3%)で あった。

ウ)階 段昇降

鉄道駅での階段昇降については、!50人(57%)が 楽

にできると回答 したが、62人(23,5)が 無理すれば

でき、31人(12%)は 、息切れがあると報告 した。20

人(7。6%)は 階段昇降は不可能であった。

エ)小 走 り

横断歩道において信号が赤に変わったときに小走 り

が 「楽にできる」人は、136人(51.5%)、r無 理すれ

ばできる」人は75人(28.4%)、 「息切れする」人は15

人(5.7%)、 咄 来ない」人は37人(!4%)で あった。

2)住 宅の危険度

184人(69.7%)の 高齢者が木造住宅に住んでいた。昭

和47年 以前に建て られた木造住宅に住んでいる人は、81

人(36.3%)、 昭和47～56年 に建て られた木造住宅に住

んでいる人は、51人(22.9%)、 昭和57年 以降に建て ら

れた木造住宅に住んでいる人は52人(23.3%)で あった。

3)感 覚器障害

視覚障害がある人は、45人(17%)で 、聴覚障害があ

る人は、5a人(ユ8.9%)で あった。

4)介 護家族の有無

介護が必要な同居家族がいる高齢者は、42人(15.9%〉

であった。
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5)情 報ニーズ(複 数回答)

地震発生時の情報ニーズとしては、 「火災等の発生状

況」197(74。6%)、 「家族 ・友人な どの安全確認」191

(72.3%)、r道 路が通行できるかの状況」171(64.8%)

であった。

6)避 難所生活への不安

災害時学校等の避難所生活でのr団 生活一般」につ

いて非常に不安に思っている高齢者は9!人(34.5%)、

r少し不安に思っている」人は、140人(53%)、r問 題 な

い」 と感 じている人は31人(11.7%)で あった。

避難所での医療 ・介護に 「非常に不安 を感 じている」

人は、ro7人(40.7%〉 、「少 し不安 に思っている」人は

118人(44.9%)、 「問題 ない」 と思 ってい る人は27人

(10.3%)で あった。

7)地 域防災力

ア)災 害発生時の避難支援

災害発生時他者 の移動 を支援す る意志 については、

「是非支援 したい」人が24人(9,1%)、 咄 来れば支援す

る」人が170人(64.4)、 「支援できない」人が68人

(25。8%)で あった。

イ)避 難所生活支援

災害発生後の避難所生活で家族や友人を支援す る意志

については、 「是非支援 したい」人が56人(21.2%)、

咄 来れ ば支援す るJ人 が!6!人(61%)、 「支援できな

い」人が45人(17%)で あった。

8)高 齢 蕎グループと青年 ・成人グループとの比較

災害時高齢者に特有なニーズをよ り明らかにす るため

に、1)～7)の 項 目について16～64歳 まで青年 ・成人

(424人)と 比較 した。6)、7)の ア)に ついてはt検 定

を、その他 の項 目については、Mann-Whitley検 定を用

いた。その結果、高齢者グループは青年 ・成人グループ

に比べ移動能力のすべての項 目において有意に能力が低

かった(p<0.01)。 さらに、視覚 ・聴覚障害者(p〈0.01)

お よび介護家族(p<0.05)も 有意 に多かった。避難所生

活においては、有意に強 く医療 と介護に対 して不安をい

だいていることがわかった(炉0.003)。 また、災害発生

時移動支援の意志(p<0.01)、 避難所 生活支援 の意志

(pく0.01)に ついては、有意 に低い結果であった。

5.考 察

大都市における地震などの 自然災害発生時における地

域高齢者 に対す るサポー トニーズを調査 した結果、1)

住宅の脆弱性、2)感 覚器系の障害者、3)介 護家族 と

同居す る高齢者、4)災 害発生時の移動、5)避 難所 に

おける医療 ・看護ケアの充実、6)地 域防災力の強化、

7)有 効な情報 システム提供についてのサポー トが必要

であることが明らかになった。

1)住 宅の耐震補強

災害発生時の被害を最小限に防ぐためには、住宅が地

震によって倒壊しないことが重要である。本調査では、

対象となった首都圏の災害危険地域在住の高齢者の約

70%が 木造住宅に住んでいること、約60%は 、倒壊の危

険が大きい住宅に住んでいることが明らかになった。今

後も、住宅の耐震補強に対する啓蒙活動、耐震補強工事

などへの工費の公的補助などが必要といえる。

2)視 覚障害者および聴覚障害者への支援

視覚障害を有する高齢者は約17%、 聴覚障害を有する

高齢者は約19%で あったことから、災害時避難訓練にこ

れらの特殊なニーズに対応する避難支援のあり方の構築

が求められる。また被災後の避難所生活においても特殊

なサポー トが必要といえる。

3)介 護家族が同居している高齢者への支援

今回の調査では、高齢者の約16%に 介護家族がいた。

高齢者であること自体、災害発生時の避難行動に他者の

支援が必要であることが示唆されている上に、介護家族

と一緒の避難には他者の支援が不可欠であるといえる。

高齢者グループは、避難所生活において医療 ・介護に対

する不安も青年 ・成人に比べ有意に高かったことからそ

れらの不安軽減のための対策が重要である。医療 ・介護

用品や薬剤の準備、主治医、医療機関との連携システム

の構築が被災前の日常の備えとして必要である。また、

被介護者および介護高齢者の個別のニーズに対応 した災

害の発生時における避難支援および避難所での支援が必

要である。

董
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4)災 害発生時の移動支援

災害が発生したときに、無事に避難所まで避難できる

かの指標 として500m歩 行能力、階段昇降能力、小走 り

が出来るかについて調査した。その結果、約25%の 高齢

者には移動支援が必要であることがわかった。また、避

難所まで坂道等がある地区では、約20%の 高齢者は避難

所まで移動することが支援なしには不可能と考えられた。

地域防災力の移動において他者を支援する意志のある

人々が有効に組織化することがこの移動支援を可能にす

る方向性を示すと考えられる。

5)避 難所 における医療 ・看護ケアの充実

避難所での医療 ・介護に 「非常に不安を感 じている」

人は、107人(40.7%〉 、F少 し不安 に思 っている」人 は

118人(44.9%)と 不安 を感 じている高齢者は85%に 上っ

た。平成16年 の65歳 以上高齢者の有訴者は国民の約半数

お り自覚症状 としては、「腰痛」 「肩 こり」 「手足の関節

痛」 となっている。 また、通院者率は、男性626.2、 女

性646.9と 国民の6割 以上が通院 しているu。 通院理 由

の傷病 として多いのは、「高血田 腰 痛症」 「虫歯 「糖

尿病」 となっている。 これ らの症状、疾患に対応 した医

療看護ケアが避難所でも受けられ るよ うなシステムの整

備が望まれる。

6)地 域防災力の組織化

潜在的地域防災力の指標として、他者を支援する意志

について調査した。高齢者においても災害発生時他者を

「是非支援したい」とい う意志を持っている人が10%お

り、「出来れば支援する」人を含めると70%以 上の人が

他者を支援する意志を有していたことは、地域における

住民同士の助け合いによる災害時支援に対する可能性を

示すものである。避難所生活において他者を支援する意

志を有している人は、さらに多く20%の 高齢者が是非支

援 したいと考えており出来れば支援する意志を持つ人と

あわせると80%以 上が他者を助ける意志を有していた。

今後この住民の他者を支援する意志を効果的に組織化し

て災害時に有効に機能できるような方策が求められてい

る。

いての安否確認清報を求めていることがわかった。平成

16年10月に発生した新潟中越大震災時においても 精 報

の伝遡 が大きな課題として指摘されている。今後も情

報の管理体制の整備を進めるとともに、災害時に正確な

情報を必要な時に必要な人が利用できるシステムの構築

が早急に求められている。

6.お わ りに

大震災などの自然災害発生時における東京など大都市

に在住する地域高齢者へのサポー トニーズとして、次の

6領 域において支援が必要であることが明らかになっ

た11)住 宅の脆弱性、2)感 覚器系の障害者、3)介

護家族と同居する高齢者、4)災 害発生時の移動、5)

医療 ・看護ケアの充実、6)地 域防災力の強化、7)有

効な情報システム提供についてのサポー トが必要である

ことが明らかになった。本研究の結果は、住宅の耐震性

補強、避難移動支援に加え、避難所における医療と看護

ケアについての支援が強く求められていることを示唆す

るものであった。特に、高齢者および障害者の高齢家族

介護者への支援システムの整備、地域防災力の強化が急

務であるといえる。

(本 研 究 は 、TheGerontologicalSocietyofAmerica57癒

ArulualScientificMeeting,WashingtonDC,2004で 発 表 し た

TowakoKatsuno,ToteYamaguchi,TetsuoAlciyama,Osamu

Nitta.:Supportneedsfortheelderlyinnaturaldisastersina

metropolitancityinJapan.TheGerontologist44:243,2004.

に 加 筆 修 正 し た も の で あ る。)
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